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●SNSに「採用面接時に社員からセクハラを受けた」と虚偽の投稿をした者の内定取り消しは可能か
●従来は業務として扱ってこなかった研修を業務扱いとする場合、過去の受講者に何らかの手当ては必要か
●福利厚生の一環として会社が費用負担し、社員にがん検診を受けさせた場合、受診結果の報告を求めてもよいか
●すべての社内チャットの内容をモニタリングすることは問題か
●かかりつけの病院で受けた健康診断の費用は、会社が負担しなければならないか
●退職間際になっても仕事を抱え込んで引き継ぎをせず、退職前の年休日にまで出社勤務する社員への対応
●加齢が原因とみられる物忘れの激しい嘱託社員を期間途中で解雇、または雇止めできるか
●育児休業中の社員が転職する場合、育児休業給付の取り扱いはどうなるか
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